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(54)【発明の名称】 内視鏡用操作ワイヤーの端末形成方法

(57)【要約】
【課題】  本発明は一端が内視鏡および内視鏡用処置具
の操作手段に係合し、他端が内視鏡の先端湾曲部または
処置具の作動部に係合し、前記操作手段による操作にし
たがって進退して前記先端湾曲部または前記処置具の作
動部を駆動する操作ワイヤーの端末形成方法であって、
操作ワイヤーの端末自体を膨らませた状態で溶融硬化さ
せる場合において、高精度な位置決めが不要であり、ま
た作業が安全であり、さらにコストの低い、内視鏡用操
作ワイヤーの端末形成方法を提供し、さらに前記操作ワ
イヤーと金属部材または金属管とを接合する場合におい
て、接合部の固着強度が高く、また接合部の腐食が起こ
りにくく、さらに均一な仕上がりを可能とする、操作ワ
イヤーの端末形成方法を提供することである。
【解決手段】  前記操作ワイヤーの端末をアーク柱に曝
して前記端末を溶融させて前記端末の形成を行うことに
より、上記課題を解決した。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  少なくとも一方の端末が内視鏡の先端湾
曲部または内視鏡用処置具の作動部に係合し、
前記内視鏡および前記処置具の操作手段による操作にし
たがって進退して前記先端湾曲部または前記処置具の作
動部を駆動する操作ワイヤーの端末形成方法であって、
前記少なくとも一方の端末をアーク柱に曝して前記端末
を溶融させることによって前記少なくとも一方の端末の
形成を行うことを特徴とする、内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法。
【請求項２】  一方の端末が内視鏡の先端湾曲部または
内視鏡用処置具の作動部に係合し、
他方の端末が内視鏡および処置具の操作手段に係合し、
前記操作手段による操作にしたがって進退して前記先端
湾曲部または前記処置具の作動部を駆動する操作ワイヤ
ーの端末形成方法であって、
前記端末をアーク柱に曝して前記端末を溶融させること
によって前記端末の形成を行うことを特徴とする、内視
鏡用操作ワイヤーの端末形成方法。
【請求項３】  前記端末をアーク柱に曝して前記端末を
溶融させることによって、前記端末を球状に形成するこ
とを特徴とする、請求項１または請求項２に記載の内視
鏡用操作ワイヤーの端末形成方法。
【請求項４】  前記操作ワイヤーの端末部を金属部材に
挿置し、前記端末および前記金属部材をアーク柱に曝し
て前記端末部および前記金属部材を溶融させることによ
って、前記端末部に前記金属部材を融接して前記端末を
形成することを特徴とする、請求項１から請求項３のい
ずれかに記載の内視鏡用操作ワイヤーの端末形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は一端が内視鏡の先端
湾曲部または処置具に係合し、前記内視鏡または前記処
置具の操作手段による操作にしたがって進退して前記先
端湾曲部または前記処置具を駆動する操作ワイヤーの端
末形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】内視鏡の多くは、先端湾曲部または処置
具の作動部を、手元側から進退操作される操作ワイヤー
で駆動して動作させるようになっている。
【０００３】例えば、内視鏡においては、内視鏡先端湾
曲部の、内視鏡の軸線に対して略対称な２点に操作ワイ
ヤーの両方の端末をそれぞれ係合させ、さらに前記操作
ワイヤーの中位を内視鏡手元部分に設置されたプーリー
に係合させたものがある。すなわち、前記プーリーを回
転させることにより、前記操作ワイヤーの一方の端末は
牽引され、牽引される端末と係合している１点が湾曲部
の内側になるように、前記内視鏡先端湾曲部は湾曲す
る。
【０００４】また、内視鏡用処置具においては、処置具
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の先端作動部材に操作ワイヤーの一方の端末を係合さ
せ、また前記操作ワイヤーの他方の端末を前記処置具の
操作部に設置されたハンドルに係合させているものがあ
る。すなわち前記操作ハンドルを前記操作ハンドルの軸
方向に進退操作することにより、前記操作ワイヤーが進
退され、前記先端作動部材は前記操作ワイヤーの進退と
連動して駆動される。
【０００５】ここで、前記内視鏡先端湾曲部または前記
処置具の先端作動部材と、前記端末とを係合させる方法
としては、前記内視鏡先端湾曲部または前記処置具の先
端作動部材に係合孔を設け、前記端末に前記係合孔を通
過できない大きさの太径部を形成し、前記操作ワイヤー
を前記係合孔に通して、前記太径部と前記係合孔とを係
合させるというものがある。
【０００６】前記操作ワイヤーの端末に太径部を形成す
る方法としては、前記操作ワイヤーの端末自体を膨らま
せた状態で溶融硬化させて形成する、前記係合孔を通過
できない大きさの金属部材に前記操作ワイヤーの端末を
挿通して両者を接合する、等のものがある。
【０００７】また、前記操作ハンドルと前記端末とを係
合させる方法としては、前記操作ハンドルの軸中心位置
に長手方向に伸びる挿入穴部を設け、前記挿入穴部に前
記操作ワイヤーを通したうえ、セットビス等の手段によ
り前記端末を前記挿入穴部の底面に圧接して前記挿入穴
部と前記端末とを係合させるというものがある。ここ
で、前記端末はセットビスの押付力による耐圧接性を高
めるため、また前記操作ハンドルの進退操作により操作
ワイヤーを前進させた場合に前記操作ハンドル内で前記
操作ワイヤーが座屈して前記先端作動部材に係合される
端末が作動しなくなるのを防止するために、前記端末は
充分な剛性を持つ必要がある。そこで前記端末に剛性を
持たせるために前記端末を金属管に通して、さらに前記
端末と前記金属管とを接合するという方法が考えられ
る。
【０００８】従来の操作ワイヤーの端末形成方法におい
ては、前記操作ワイヤーと前記金属部材または前記金属
管とを接合する方法として、はんだ付け、トーチろう付
け、またはレーザー溶接が用いられていた。また、前記
操作ワイヤーの端末自体を膨らませた状態で溶融硬化さ
せる方法としてはレーザー溶接が用いられていた。
【０００９】しかしながら、はんだ付けは固着強度が４
ｋｇｆ／ｍｍ２程度であり、接合部が解離するおそれが
あった。また、一般に用いられる操作ワイヤーは鋼製で
あり、はんだ付けではフラックスによる洗浄が不十分な
場合、腐食が起こりやすいという問題があった。さらに
はんだ付けの場合、フラックスがはんだ内に閉じ込めら
れ、前記フラックスがはんだの腐食の原因となるという
問題があった。また、はんだ付けははんだごてをワイヤ
ーに接触することによって行われるので、位置ずれを起
こしやすいという問題があった。
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【００１０】また、トーチろう付けの場合は固着強度が
１２ｋｇｆ／ｍｍ２程度であり、はんだ付けの場合と同
様に接合部が解離するおそれがあった。また、トーチろ
う付けははんだ付けよりも高温雰囲気で作業が行われる
ため、ろう付けする周囲が必要以上に加熱されて焼きな
ましされ、強度が落ちるという問題があった。さらに、
ろうが非加熱部に流れる場合があり、均一な仕上がりに
なりにくいという問題があった。また、トーチの燃焼ガ
スに溶融したろうが吹き飛ばされ、接合部に充分な量の
ろうが行き渡らない場合があるという問題があった。
【００１１】また、レーザー溶接による操作ワイヤーの
端末形成方法の場合は、レーザーを端末に確実に照射す
る必要があり、高精度な位置決めが要求されるという問
題があった。また、レーザーがワイヤー上で反射し、高
エネルギーのレーザーが作業者に照射されるおそれがあ
り、作業を危険なものとしていた。さらに、レーザー溶
接装置は他の加工装置と比較して高価であるので、コス
トの増大につながるという問題があった。また、レーザ
ーはレーザー照射領域の温度を急激に上昇させ、前記レ
ーザー照射領域とその隣接領域との温度勾配が大きくな
るので、熱ひずみ等による端末の破損のおそれがあっ
た。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】本発明は上記問題点を
解決し、前記操作ワイヤーの端末自体を膨らませた状態
で溶融硬化させる場合において、高精度な位置決めが不
要であり、また作業が安全であり、さらにコストの低
い、内視鏡用操作ワイヤーの端末形成方法を提供するも
のである。さらに本発明は、前記操作ワイヤーと前記金
属部材または前記金属管とを接合する場合において、接
合部の固着強度が高く、また接合部の腐食が起こりにく
く、さらに均一な仕上がりを可能とする、内視鏡用操作
ワイヤーの端末形成方法を提供するものである。
【００１３】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
めに、本発明の内視鏡用操作ワイヤーの端末形成方法
は、前記端末をアーク柱に曝して前記端末を溶融させて
前記端末の形成を行うことを特徴としている。
【００１４】
【発明の実施の形態】図１に本発明の実施の形態の内視
鏡用操作ワイヤーの端末形成方法を用いて端末を形成し
た操作ワイヤーを用いた内視鏡および内視鏡用処置具を
示す。内視鏡１の挿入部可撓管３の先端に形成された先
端湾曲部２は体内に挿置され、先端湾曲部２の最先端に
配置された対物光学系より撮像された映像を接眼部６よ
り観察することができる。さらに操作部４上に設置され
た操作操作ノブ５を回転させることにより、先端湾曲部
２を湾曲させることが可能である。
【００１５】また、内視鏡１は鉗子口７を有しており、
鉗子口７より内視鏡用処置具の一種である生検鉗子１０
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０を挿通して内視鏡の先端部より作動部の第１の鉗子カ
ップ１０５ａおよび第２の鉗子カップ１０５ｂを露出さ
せることが可能である。ここで、生検鉗子１００の手元
部に設けられた操作ハンドル１２１を軸の長手方向に進
退操作することにより、第１の鉗子カップ１０５ａおよ
び第２の鉗子カップ１０５ｂを開閉させることが可能で
ある。
【００１６】ここで、図２に先端湾曲部２の断面図を示
す。ここで、先端湾曲部２の外皮部分は網状管２３と外
皮ゴムチューブ１４とで２重に被覆された構造となって
いる。また、先端部本体には互いに連結リベット係合孔
２１ａにて連結リベット２２により連結された複数個の
節輪２１が嵌入結合されており、各々の節輪２１の内胴
部には一対のワイヤーガイドが設置されている。なお、
節輪２１は端部を楔状に切断した金属製の円筒である。
ここで内視鏡先端の節輪２１に設置された第１の先端ワ
イヤーガイド１１ａおよび第２の先端ワイヤーガイド１
１ｂは節輪２１の中心軸１５に垂直な一面上に設置され
ており、また第１の先端ワイヤーガイド１１ａおよび第
２の先端ワイヤーガイド１１ｂにはそれぞれ第１の内視
鏡操作ワイヤー１２ａおよび第２の内視鏡操作ワイヤー
１２ｂの先端が挿置されている。さらに第１の内視鏡操
作ワイヤー１２ａの第１の内視鏡操作ワイヤー先端２０
ａおよび第２の内視鏡操作ワイヤー１２ｂの第２の内視
鏡操作ワイヤー先端２０ｂはともに先端が膨らんだ球状
に形成されており、第１の内視鏡操作ワイヤー１２ａの
第１の先端ワイヤーガイド１１ａからの、また第２の内
視鏡操作ワイヤー１２ｂの第２の先端ワイヤーガイド１
１ｂからの脱離を防止している。
【００１７】なお、第１の内視鏡操作ワイヤー１２ａお
よび第２の内視鏡操作ワイヤー１２ｂは単線であっても
より線であっても構わない。
【００１８】また、図３に操作部４のの断面図を示す。
操作ノブ５はプーリー軸１７を介してプーリー１６と接
続されている。すなわち第１のプーリー１６は操作ノブ
５の回転に従って回転する。さらにプーリー１６には牽
引ワイヤー３３が係合している。また、牽引ワイヤーの
両端には箱型の第１の弛緩除去器３５ａおよび第２の弛
緩除去器３５ｂ（図示せず）が取り付けられている。さ
らに、第１の弛緩除去器３５ａおよび第２の弛緩除去器
３５ｂは第１の操作ワイヤー基端係合孔３６ａおよび第
２の操作ワイヤー基端係合孔３６ｂ（図示せず）を有し
ている。ここで第１の内視鏡操作ワイヤー１２ａおよび
第２の内視鏡操作ワイヤー１２ｂはそれぞれ第１の操作
ワイヤー基端係合孔３６ａおよび第２の操作ワイヤー基
端係合孔３６ｂに挿置されている。なお、第１の内視鏡
操作ワイヤー１２ａの第１の内視鏡操作ワイヤー基端３
０ａおよび第２の内視鏡操作ワイヤー１２ｂの第２の内
視鏡操作ワイヤー基端３０ｂはともに先端が膨らんだ球
状に形成されており、第１の内視鏡操作ワイヤー１２ａ
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の第１の弛緩除去器３５ａからの、また第２の内視鏡操
作ワイヤー１２ｂの第２の弛緩除去器３５ｂからの脱離
を防止している。第１のプーリー１６の回転に応じて牽
引ワイヤー３３は進退し、さらに牽引ワイヤー３３の進
退に従って第１の内視鏡操作ワイヤー１２ａおよび第２
の内視鏡操作ワイヤー１２ｂは進退する。
【００１９】ここで、操作ノブ５を回転させると、図４
に示すように、先端湾曲部２は湾曲する。
【００２０】また、図９に生検鉗子１００の先端部１０
１の断面図を示す。シース１１３の内部には軸線方向に
進退自在に第３の生検鉗子操作ワイヤー１１２が全体に
わたって挿通配置されている。さらに、第３の生検鉗子
操作ワイヤー１１２は先端部１０１で第１の生検鉗子操
作ワイヤー１１２ａおよび第２の生検鉗子操作ワイヤー
１１２ｂに分かれ、第１の鉗子カップ腕部１０６ａ上に
穿孔された第１の生検鉗子操作ワイヤー先端係合孔１０
７ａおよび、第２の鉗子カップ腕部１０６ｂ上に穿孔さ
れた第２の生検鉗子操作ワイヤー先端係合孔１０７ｂ
（図示せず）に挿置される。
【００２１】なお、第１の生検鉗子操作ワイヤー１１２
ａおよび第２の生検鉗子操作ワイヤー１１２ｂは単線で
あってもより線であっても構わない。
【００２２】ここで、第１の生検鉗子操作ワイヤー１１
２ａの先端部１０１内に挿置された端部である第１の生
検鉗子操作ワイヤー先端１２０ａは先端が膨らんだ球状
に形成されており、第１の生検鉗子操作ワイヤー先端係
合孔１０７ａの第１のテーパ凹部１０８ａと係合して第
１の生検鉗子操作ワイヤー１１２ａの第２の生検鉗子操
作ワイヤー先端係合孔１０７ａからの脱離を防止してい
る。同様に第２の生検鉗子操作ワイヤー１１２ｂの先端
部１０１内に挿置された端部である第２の生検鉗子操作
ワイヤー先端１２０ｂ（図示せず）も先端が膨らんだ球
状に形成されており、第２の生検鉗子操作ワイヤー先端
係合孔１０７ｂの第２のテーパ凹部１０８ｂ（図示せ
ず）と係合して第１の生検鉗子操作ワイヤー１１２ａの
第２の生検鉗子操作ワイヤー先端係合孔１０７ｂからの
脱離を防止している。
【００２３】さらに、第３の生検鉗子操作ワイヤー１１
２がシース１１３の軸線方向に進退することにより、支
軸１０４に回動可能に支持された第１の鉗子カップ腕部
１０６ａおよび第２の鉗子カップ腕部１０６ｂが支軸１
０４周りに回動する。よって第１の鉗子カップ１０５ａ
および第２の鉗子カップ１０５ｂは第３の生検鉗子操作
ワイヤー１１２の進退に従って開閉する。すなわち第３
の生検鉗子操作ワイヤー１１２が先端側に押出されるこ
とにより、図１０のように第１の鉗子カップ１０５ａお
よび第２の鉗子カップ１０５ｂは開く。
【００２４】ここで、第１の内視鏡操作ワイヤー先端２
０ａの端末形成方法を図５に示す。なお、第２の内視鏡
操作ワイヤー先端２０ｂ、第１の内視鏡操作ワイヤー基
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端３０ａ、第２の内視鏡操作ワイヤー基端３０ｂ、第１
の生検鉗子操作ワイヤー先端１２０ａ、および第２の生
検鉗子操作ワイヤー先端１２０ｂの端末形成方法も第１
の内視鏡操作ワイヤー先端２０ａと同様である。第１の
内視鏡操作ワイヤー１２ａは第１の電極２０１に接続さ
れ、また第１の内視鏡操作ワイヤー先端２０ａの近傍に
は第２の電極２０２が設置されている。さらに、端末の
酸化を防止するため、第１の内視鏡操作ワイヤー先端２
０ａおよび第２の電極２０２の周囲はアルゴンガスで満
たされている。
【００２５】ここで、第１の電極２０１と第２の電極２
０２の間に所定の電力を供給することにより、第１の内
視鏡操作ワイヤー先端２０ａと第２の電極２０２の間に
アーク柱２０３が発生する。アーク柱の温度は５０００
Ｋ以上と非常に高温であるため、第１の内視鏡操作ワイ
ヤー先端２０ａは溶融し、その表面張力によって操作ワ
イヤー１２よりも太径の球状になる。ここで、第１の電
極２０１と第２の電極２０２の間の電力の供給を停止し
て、アーク柱２０３を消滅させることにより、第１の内
視鏡操作ワイヤー先端２０ａがその凝固点まで冷却され
るので、結果としてその形状を操作ワイヤー１２よりも
太径の球状としたまま硬化される。
【００２６】さらに、第１の内視鏡操作ワイヤー先端２
０ａの形状としては、第１の内視鏡操作ワイヤー先端２
０ａの寸法が第１の先端ワイヤーガイド１１ａの径より
も太径であればよいので、例えば図８に示すように第１
の内視鏡操作ワイヤー先端２０ａを金属フランジ２０４
に挿置したうえでアークを発生させ、第１の内視鏡操作
ワイヤー先端２０ａと金属フランジ２０４を溶融させて
溶融金属２０５に変成せしめ、溶融金属２０５を毛細管
現象により第１の内視鏡操作ワイヤー先端２０ａと金属
フランジ２０４の間隙部に流し込み、しかる後にアーク
柱２０３を消滅させて溶融金属２０５を硬化させて第１
の内視鏡操作ワイヤー先端２０ａと金属フランジ２０４
とを接合する構成としても構わない。
【００２７】また、操作ハンドル１２１の断面図を図１
１に示す。挿入穴部１３１に第３の生検鉗子操作ワイヤ
ー１１２を挿置する作業を平易にするため、また操作ス
ライダー１２１を操作して第３の生検鉗子操作ワイヤー
１１２を押出させたときに操作ハンドル１２１内で第３
の生検鉗子操作ワイヤー１１２が屈曲して第１の生検鉗
子操作ワイヤー先端１２０ａおよび第２の生検鉗子操作
ワイヤー先端１２０ｂが押出されなくなるのを防止する
ため、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０を金属管１３４
にて補強する。また、図１３のように金属管１３４の代
りにフランジ付金属管１４４を用いても構わない。
【００２８】ここで、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０
を金属管１３４で補強するには、図１２に示すように、
第３の生検鉗子操作ワイヤー１１２を第１の電極２０１
に接続し、さらに生検鉗子操作ワイヤー基端１３０を金
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属管１３４に挿置する。さらに第１の電極２０１およ
び、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０の近傍に設置され
た第２の電極２０２に電力を供給してアーク柱２０３を
発生させ、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０と金属管１
３４を溶融させて溶融金属１３５に変成せしめ、溶融金
属１３５を毛細管現象により生検鉗子操作ワイヤー基端
１３０と金属管１３４の間隙部に流し込む。しかる後に
電力の供給を停止してアーク柱２０３を消滅させ、溶融
金属１３５を冷却硬化させて生検鉗子操作ワイヤー基端
１３０と金属管１３４とを接合させる。この結果、生検
鉗子操作ワイヤー基端１３０の変形は金属管１３４に拘
束されるので、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０の屈曲
が防止される（生検鉗子操作ワイヤー基端１３０をフラ
ンジ付金属管１４４で補強する場合も同様）。
【００２９】なお、第１の内視鏡操作ワイヤー先端２０
ａを形成する方法としては、第１の内視鏡操作ワイヤー
先端２０ａと第２の電極２０２の間にアーク柱２０３を
発生させる方法に限らず、第１の内視鏡操作ワイヤー先
端がアーク柱に曝される構成であれば構わない。すなわ
ち、図６のように第１の電極２０１を第１の内視鏡操作
ワイヤー１２に接続せずに第１の電極２０１と第２の電
極２０２とに所定の電力を供給して、第１の電極２０１
と第２の電極２０２との間にアーク柱２０３ａを発生さ
せ、第１の端子２０ａをアーク柱２０３ａに曝すことに
より、第１の端子２０ａを所定の形状に形成させること
も可能である（第２の内視鏡操作ワイヤー先端２０ｂ、
第１の内視鏡操作ワイヤー基端３０ａ、第２の内視鏡操
作ワイヤー基端３０ｂ、第１の生検鉗子操作ワイヤー先
端１２０ａ、第２の生検鉗子操作ワイヤー先端１２０
ｂ、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０についても同
様）。
【００３０】また、図７のようにノズル部２０６ａを有
する第３の電極２０６と、第３の電極２０６の近傍に設
置された第２の電極２０２に電力を供給して、アーク柱
２０３ｂをノズル２０６ａより噴出させ、第１の端子２
０ａをノズル２０６ａより噴出するアーク柱２０３ｂに
曝すことによっても、第１の端子２０ａを所定の形状に
形成させることが可能である（第２の内視鏡操作ワイヤ
ー先端２０ｂ、第１の内視鏡操作ワイヤー基端３０ａ、
第２の内視鏡操作ワイヤー基端３０ｂ、第１の生検鉗子
操作ワイヤー先端１２０ａ、第２の生検鉗子操作ワイヤ
ー先端１２０ｂ、生検鉗子操作ワイヤー基端１３０につ
いても同様）。
【００３１】以上のように、本発明の実施の形態の内視
鏡用操作ワイヤーの端末形成方法は、高温のアーク柱に
操作ワイヤーの端末を曝すことにより、前記端末を加熱
溶融して端末の形成を行うものである。本発明の実施の
形態の内視鏡用操作ワイヤーの端末形成方法は、端子自
体を溶融させるため、はんだ付けやろう付けよりも固着
強度が極めて高いという点で優れている。また高温のア
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ーク柱に操作ワイヤーの端末を曝すだけであるので高精
度の位置決めは不要である。さらに、アーク柱が端子に
反射することは無いので、レーザー溶接による内視鏡用
操作ワイヤーの端末形成方法と比較して安全な作業を実
現している。さらに、レーザー溶接と比較して端末形成
装置の価格も安価である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて端末を形成した操作ワイヤーを用
いた内視鏡および内視鏡用処置具を示した図である。
【図２】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて形成された端末を有する、内視鏡
の先端湾曲部の断面図である。
【図３】前記先端湾曲部を操作する操作ノブが設置され
ている操作部の断面図である。
【図４】前記先端湾曲部が湾曲した状態の、前記内視鏡
の断面図である。
【図５】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて、端末を球状に形成する方法を示
した図である。
【図６】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて、端末を球状に形成する方法を示
した図である。
【図７】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて、端末を球状に形成する方法を示
した図である。
【図８】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて、端末に金属フランジを固着する
方法を示した図である。
【図９】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤーの
端末形成方法を用いて端末を形成した操作ワイヤーを用
いた、内視鏡用生検鉗子の先端部の断面図である。
【図１０】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤー
の端末形成方法を用いて端末を形成した操作ワイヤーを
用いた、内視鏡用生検鉗子の先端作動部を示したもので
ある。
【図１１】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤー
の端末形成方法を用いて端末を形成した操作ワイヤーを
用いた、内視鏡用生検鉗子の操作ハンドル部の断面図で
ある。
【図１２】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤー
の端末形成方法を用いて、基端側の端末に金属管を固着
する方法を示した図である。
【図１３】本発明の実施の形態の内視鏡用操作ワイヤー
の端末形成方法を用いて端末を形成した操作ワイヤーを
用いた、内視鏡用生検鉗子の操作ハンドル部の断面図で
ある。
【符号の説明】
１        内視鏡
２        先端湾曲部



(6) 特開２００１－２５８８３０

10

20

30

9
３        挿入部可撓管
４        操作部
５        操作ノブ
６        接眼部
７        鉗子口
１１ａ      第１の先端ワイヤーガイド
１１ｂ      第２の先端ワイヤーガイド
１２ａ      第１の内視鏡操作ワイヤー
１２ｂ      第２の内視鏡操作ワイヤー
１４        外皮ゴムチューブ
１５        中心軸
１６        プーリー
１７        プーリー軸
２０ａ      第１の内視鏡操作ワイヤー先端
２０ｂ      第２の内視鏡操作ワイヤー先端
２１        節輪
２１ａ      連結リベット係合孔
２２        連結リベット
２３        網状管
２９        ガイドコイル
３０ａ      第１の内視鏡操作ワイヤー基端
３０ｂ      第２の内視鏡操作ワイヤー基端
３３        牽引ワイヤー
３５ａ      第１の弛緩除去器
３５ｂ      第２の弛緩除去器
３６ａ      第１の操作ワイヤー基端係合孔
３６ｂ      第２の操作ワイヤー基端係合孔
３９        操作部フレーム
４０        ストッパパイプ
４１        可撓管口金
４２        ストッパ受 *

10
*１００      内視鏡用生検鉗子
１０１      内視鏡用生検鉗子先端部
１０４      支軸
１０５ａ    第１の鉗子カップ
１０５ｂ    第２の鉗子カップ
１０６ａ    第１の鉗子カップ腕部
１０６ｂ    第２の鉗子カップ腕部
１０７ａ    第１の生検鉗子操作ワイヤー先端係合孔

１０７ｂ    第２の生検鉗子操作ワイヤー先端係合孔

１０８ａ    第１のテーパ状凹部
１０８ｂ    第２のテーパ状凹部
１１２      第３の生検鉗子操作ワイヤー
１１２ａ    第１の生検鉗子操作ワイヤー
１１２ｂ    第２の生検鉗子操作ワイヤー
１１３      シース
１２０ａ    第１の生検鉗子操作ワイヤー先端
１２０ｂ    第２の生検鉗子操作ワイヤー先端
１２１      操作ハンドル
１３０      生検鉗子操作ワイヤー基端
１３１      挿入穴部
１３４      金属管
１３５      溶融金属
１４４      フランジ付金属管
２０１      第１の電極
２０２      第２の電極
２０３      アーク柱
２０４      金属フランジ
２０５      溶融金属
２０６      第３の電極
２０６ａ    ノズル

【図１】 【図６】
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使涂饰更均匀。 通过将操作线的末端暴露于电弧柱以熔化末端并形成末
端来解决上述问题。
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